自治体立病院への財政的支援等について

令和６年度診療報酬改定は、診療報酬本体と薬価等を合わせると実質マイナス改定である。特に、物価高騰への対応や医療機能の分化が進む中、地域の最後の砦として、急性期を中心に拠点医療機能を担わざるを得ない自治体立病院への評価が十分とは言えない。
また、設置自治体が、急激な物価高騰など社会経済情勢の変化等に対応するため、三セク・公営企業等に対し経営支援を行う地方財政措置が不十分である。
さらに、交付税措置の対象となる建築単価について、近年建設費の状況等を踏まえて引上げられているが、その後も建設資材価格等の高騰は続いており、足下の建築費との乖離幅が再び拡大している。
以上を踏まえ、自治体立病院がその求められる役割を果たしていけるよう、下記の項目について要望する。

記

１　高騰する物価に対応できる十分な診療報酬を確保するとともに、自治体立病院が医療圏域や全県の最後の拠点病院として、政策医療を持続的に提供できるよう、診療報酬制度上適切に評価すること

[bookmark: _GoBack]２　経営環境悪化への対応のため、自治体が経営支援を行うにあたり、従前の三セク債に類する地方財政措置等経営基盤の安定化に向けた所要の支援を講じること

３　近年の建設物価の高騰に配慮し、病院の建設に対する交付税措置対象となる建築単価の上限を引き上げるなど、病院事業に対する地方財政措置を充実すること
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